






































































































































































































































































































































































































































































































⑹　後掲・最判平19･ 7 ･ 6 （注17及び18参照。）の事案でも，瑕疵担保責任についての期間の制
約や要件加重の特約が障害となった。現在では，住宅品質確保促進法によって瑕疵担保責
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の物件ではなかったようである。発注者は，昭和63年 8 月 8 日敷地を購入し同年10月19
日施工業者との間で建築請負契約を締結，その後発注者から依頼を受けた設計・監理業
者が住宅情報誌に売却物件として広告を出す。大阪在住の買主らが平成 2年 2月ころ竣
工間際の現地（大分）を視察。同年 2月末日竣工。同年 3月 2日本件建物は発注者に引
き渡され，同月26日買主らと売買予約契約締結，大分県別府土木事務所建築主事から検
査済証が公布され，同年 5月23日売買契約締結，同日本件建物の引き渡しを受けた。買





























137巻 4 ･ 5号（2008年）438頁，花立文子・國學院法学46巻 2号（2008年） 1頁，藤田寿夫・
本誌81巻 6号（2009年），武川幸嗣・法学教室346号（2009年）124頁，ほか多くの評釈等があ
る。
